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市税の推移

１．朝霞市の一般会計の状況
○一般会計とは…市の行政運営の基本的な経費をとりまとめた会計です。特別会計で計上される以外のすべての

経理を一般会計で処理します。
・平成２４年度決算額
（歳入） ３６２億３，８２２万１千円 （歳出） ３５１億６，２１４万円
※詳細については、広報あさか１０月号をご覧ください。

○特別会計とは…特定の歳入歳出を一般の歳入歳出と区分して経理するための会計です。なお、平成２４年度決算
において、一般会計から特別会計に支出された経費（繰出金）は以下のとおりです。合計で２２
億８２万１千円を支出しています。

・国民健康保険特別会計 一般会計からの繰出金 ８億３，５２５万３千円
・朝霞都市計画下水道事業特別会計 一般会計からの繰出金 ５億２，２００万４千円
・介護保険特別会計 一般会計からの繰出金 ７億 ９５０万６千円
・後期高齢者医療特別会計 一般会計からの繰出金 １億３，４０５万８千円

２．朝霞市の財源の特徴
○歳入の中心の市税が減少
朝霞市は全国的に見ても、歳入総額に占め
る市税収入の割合が高く、平成２４年度決算で
は、全体の５６．０％を占めています。こうした
ことから、市税は朝霞市の財政運営を左右す
る特に重要な財源と言えます。リーマンショ
ック以降の市税の大幅な減少は、財政状況悪
化の大きな要因の一つとなっています。市税
の推移をみると、昨今では多少の持ち直し傾
向も見られますが、平成２０年度決算と平成２４
年度決算を比較すると、７億５，０３９万８千円の
減となっており、いまだに以前の水準まで回
復しきれていないことがわかります。
○普通交付税が近隣市より少ない
行政サービスに差が出ないよう、国が算定
した標準的な支出が収入を上回る地方公共団
体に交付されるものとして、普通交付税があります。以下の表は近隣市との比較です。
朝霞市やＣ市は平成２２年度までは不交付団体でしたが、平成２３年度から交付団体となっており、Ａ市、Ｂ市は
以前から交付団体となっていました。
平成２４年度の交付額は、朝霞市の４億５，０６６万８千円に対し、Ａ市は２６億３，１８９万１千円、Ｂ市は１５億２，９１９万２千円、
Ｃ市は７，５０３万７千円となっています。
また、普通交付税の代替財源として発行する市債に臨時財政対策債があります。平成２４年度の発行可能額は、
朝霞市が１２億３，０６８万４千円、Ａ市が２５億４，２８６万円、Ｂ市が１２億２，０１０万１千円、Ｃ市が５億９，１６１万円となっています。
このように、朝霞市は、国から交付される普通交付税額が近隣市と比べて少なく、また、普通交付税の代替財
源として発行できる市債もＡ市の約１／２という状況にあります。

平成２４年度

２０，３０６，３０２

平成２３年度

２０，１０４，１３９

平成２２年度

１９，９５０，２６１

平成２１年度

２０，７８２，７６９

平成２０年度

２１，０５６，７００市税合計

近隣市との臨時財政対策債発行可能額の比較（単位：千円）
平成２４年度

１，２３０，６８４

２，５４２，８６０

１，２２０，１０１

５９１，６１０

平成２３年度

１，３３３，９７３

２，４６３，５０５

１，１６８，５０７

６０４，８３２

平成２２年度

１，５７３，１６７

２，８２５，３２３

１，４０９，９０５

１，０３７，１７９

平成２１年度

１，５６９，５３１

１，８３６，３５３

９１２，４９７

１，０３４，７７５

平成２０年度

１，０１１，２７８

１，１８３，１９１

５８７，９４０

６６６，７２６

朝霞市

Ａ市

Ｂ市

Ｃ市

近隣市との普通交付税の比較 （単位：千円）

平成２４年度

４５０，６６８

２，６３１，８９１

１，５２９，１９２

７５，０３７

平成２３年度

４２９，１５６

２，６００，５１０

１，４６７，７８９

４２，６１９

平成２２年度

―

２，３０７，４２１

１，４１１，２８８

―

平成２１年度

―

８４１，９８３

９６４，４９２

―

平成２０年度

―

５４７，５３１

５８７，７９８

―

朝霞市

Ａ市

Ｂ市

Ｃ市

問／財政課 �４６３―３１７９

（単位：千円）
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歳出総額と社会保障関係経費の推移

※平成21年度の歳出総額の伸びは定額給付金の支給による。
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３．歳出の特徴
○社会保障関係経費が毎年増加
社会保障関係経費（※）は年々増加傾向にあり、
平成２４年度決算において、歳出総額に占める割
合は２６．６％となっています。社会保障関係経費
の歳出額を平成２０年度決算と平成２４年度決算で
比較すると、３９億１，２１５万１千円の増となってい
ます。
個別に見ると、生活保護費が１０億７，８９６万円、
児童手当が１４億４，２９１万４千円、予防接種費が２
億７，２１１万６千円の増となっています。
市税の回復が遅れている一方、社会保障関係
経費の増加が財政を圧迫している状況にありま
す。
※社会保障関係経費…ここでは、扶助費（住民福祉
を支えるために支出する経費）および予防接種費を
指しています。
○厳しい財政状況の中で実施した事務事業
厳しい財政状況の中でも、平成２０年度以降、
朝霞第五小学校の改築（４１億６，５５６万１千円）を
はじめ、小・中学校トイレの整備改修（６億５，２７７
万１千円）、保育園の整備（１０億２，０４９万４千円）、
こども医療費の無料化対象年齢の拡大（１３億
１，９２４万４千円）、予防接種の実施（１４億１，９１４万
７千円）、女性センターの整備（３，５４１万８千円）
など、市民要望の強い事業を積極的に進めてきました。

４．行政サービスを維持するために
○財政調整基金を活用
財政調整基金は、年度間の財源の調整を図り、
健全な財政運営に寄与することを目的として設
置している基金であり、予期せぬ収入減少や、
支出の増加に備え長期的視野に立った財政運営
を行うために積み立てておくものです。
歳出に見合う歳入が不足したため、繰り入れ
を行ってきた結果、平成２５年度末の残高の見込
み額は２億８，３６１万４千円まで減少しています。
○歳入確保や事業の縮小などによる対応
現在の厳しい財政状況の中で、歳入面では、
市有地の売却や自動販売機の敷地貸付料などに
より、自主的に収入できる財源の確保に努めて
きました。歳出面では、出生記念品や高齢者の
理髪サービス券などの縮小、職員給与の削減な
どを行うことで対応してきました。
○歳入・歳出を見直す必要
財政が悪化している自治体に警鐘を鳴らす指標に健全化判断比率があります。朝霞市はこの指標では財政が健
全な団体となっています。しかし、リーマンショック後の市税収入の落ち込みが尾を引いていることや社会保障
関係経費の伸びが財政を圧迫し、これまで歳入不足を補ってきた財政調整基金の残高が残り少なくなっています。
このような大変厳しい状況であるため、今後も、歳入の確保や、市が独自で実施している制度の見直しが必要に
なります。そうした歳入歳出の調整により、可能な限りの行政サービスを実施しながら、将来に向かって必要な
積み立てを行えるように努めていきます。

平成２５年度末
現在高見込み

２８３，６１４

平成２４年度末
現在高

７５２，２２６

平成２３年度末
現在高

１，１５７，６８４

平成２２年度末
現在高

１，２３８，９３６

平成２１年度末
現在高

１，５７４，１４９財政調整基金

平成２４年度

９，３５０，００２

３５，１６２，１４０

２６．６

平成２３年度

９，１１５，６４３

３５，２２３，７４０

２５．９

平成２２年度

８，３４７，９８１

３４，５１８，６７８

２４．２

平成２１年度

５，９９６，６７５

３７，１７５，２６６

１６．１

平成２０年度

５，４３７，８５１

３３，６５１，８５８

１６．２

社会保障関係経費

歳出総額

歳出総額に占める
社会保障関係経費

の割合

（単位：千円・％）

（単位：千円）

※平成２５年度については、平成２５年１２月時点の見込み
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